























正統性 (legitimacy) の礎となった。中国共産党中央が 1994 年 8 月に愛

























あった好感度が 2012 年には 18%までに下落した。そして日本での中国に








































































もおおいに協力することができる。安倍総理は 2012 年 11 月に「Asiaʼs
Democratic Security Diamond」を発表した。その文末に、安倍総理は下
記のように述べている。「……at the end of the day, Japanʼs diplomacy
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must always be rooted in democracy, the rule of law, and respect for human
rights. These universal values have guided Japanʼs postwar development. I
firmly believe that, in 2013 and beyond, the Asia-Pacific regionʼs future


























( 2 ) Wikipedia により “List of War Apology Statements Issued by Japan” を参
照。
( 3 ) 中国が戦争を起こすのは仕方なかったと自己弁解しているが、第二次世界
大戦以降：1950 年朝鮮戦争、1962 年中印国境紛争、1969 年中ソ珍宝島事件、
1979 年中越戦争、1996年台湾海峡ミサイル危機など、頻繁に戦争を起こし
た。
( 4 ) 例えば、2013 年国際連合総会を出席する前に、アメリカを訪れている安
倍総理大臣は、とあるシンクタンクにおける演説にて、自分が右翼の軍国主
義者という批判に対して嘆いていた。
( 5 ) Cf. John D. Stephens, Dietrich Rueschemeyer and Evelyn Huber Stephens,






( 6 ) 旧ソ連末期には、生活物質が不足のために市民は物を買うたびに長い行列
に並ばなければならなかった。知識人の失業率は 50%を超え、インフレ率


































































































2013 年 10 月 14 日にイギリスの企業家が、「We donʼt feel ready yet to































( 7 ) TPP交渉参加は日本にとって非常に重要な経済発展戦略であり、中国と
の経済関係にも強く関わる。この行動は中国との問題を解決するだけではな
く、他にもいくつある。詳細は伊藤元重『日本經濟を創造的に破壊せよ！』
(ダイヤモンド社、2013. 3. 21) を参照。
( 8 ) 林毅夫「全球經濟大衰退：超越凱恩斯主義與“新新常態”」(FT中文網、
2012. 11. 02)
( 9 ) 世界の主な経済統計を見ると、国内の投資額が GDPに占める割合が中国
のように高い国はなく、アメリカでも 30%以下である。アメリカの個人消
費はアメリカの GDPの中で一番多く占めている。










Theory of Democracy (Harper and Row, 1957)．
(12) 2005 年を例として、2005 年、中国国民の総貯蓄額は中国の GDPに占め
る割合の 25%となった。同年アメリカの国民総貯蓄額は GDPに占める割合
は僅か 0.5%であった。
(13) Luke M. Shimek and YiWen,Why Do Chinese Households Save So Much?





(14) Thomas H. Marshall は半世紀前に、民主社会の市民権を civil political and
social rights と区別した。彼は “social rights precursored by political and
civil rights” と説明した。Cf. Thomas H. Marshall, Citizenship and Social







としている。Cf. Wolfgang Merkel, Alexander Petring, Christian Henkes and
Christoph Eagle, Social Democracy in Power (Routledge, 2011 Feb.) ;
Herbert Obinger, Peter Starke, JuliaMoser, Claudia Bogedan, Edith Obinger,
Gindulis and Stephan Leibfried, Transformations of the Welfare State : Small

























はできない。中国の李克強首相は 2013 年 10 月 9 日の第 16回中国と東南
アジア諸国連合首脳会談において、中国は、北京と隣国の外交の第一目標
として、東南アジア諸国連合と協力条約を締結したいと述べた。また、習














そこで、ODA の協力と JICA の融資保証 (Private Sector Investment





























(17) Cf. Xue Li, Energy Develoment in ASEAN Countries and Sino-ASEAN
Energy Cooperation (S. Rajaratham School of International Studies of














































































(18) 三菱電機と IHIは F-35戦闘機の 24項目の部品を製造する能力があるた
め、日本がアメリカから F-35戦闘機を購入する経費は半額以下となった。
Cf. CoreyWallace, Japanese Companies to Manufacture 10% of Each of Japan’s
F-35As (Japan Security Watch, 2013. 08. 12)．
(19) 2010 年、三菱重工は軍事設備の売上げが全売上げの 8.7%を占めている。
なお、NECは軍事設備の売上げが全売上げの僅か 2.8%でしかない。この点
から見ると、軍事設備について、日本企業はさらなる発展が見込める。Cf.
Paul Kallender-Umezu, Japan’s Export Change Won’t Yield Instant Results
(Defense News, 2012. 01. 09)．
(20) 第二次世界大戦以降、アメリカが起こした戦争は、1950 年朝鮮戦争、




2013 年 6月にフランス大統領 Hollande が日本を訪れた際、両国は原子力エ
ネルギーと軍事設備について、提携に合意したと発表した。イギリス首相と
安倍総理とは 2013 年 G8 主要国首脳会議前に、軍事設備の提携に合意した。
(22) 1981 年日本の内閣法制局 (Cabinet Legislation Bureau ；CLB) は、憲法
に対して、以下のように解釈した。“… The Japanese government neverthe-
less takes the view that the exercise of the right of self-defense as authorized
under Article Nine of the Constitution is confined to the minimum necessary
level for the defense of the country. The government believes that the
exercise of the right of collective self-defense exceeds that limit and is not,
therefore, permissible under the Constitution”。以上のような解釈に基づい












(24) Cf. Richard J. Samuels, Constitutional Revision in Japan : The Future of
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Article 9 (Brookings, 2004. 12. 15)．その中の 8 頁に Richard J. Samuels は
“Basically, it (the draft) is an honest rendering of the status quo” と明示し
た。





くは 3/4 以上である。もし 3分の 2以下になるように改正すれば、各界から
批判の声が上がるであろう。
五、終わりに












中国の新世代の指導者は 2013 年 11 月に、三中全会を開催し、「経済面
において改革は漸進し、政治面においては高圧で臨む」という国家発展の
方向を確立した。しかし、歴史的にこのような「政左経右」の発展は一度
も成功したためしがない。このような国家発展の方向性は、中国社会の内
部的不安を高めることになることは疑いの余地がない。
中国は、国民平均所得 6千ドルレベルの発展途上国である。国民のニー
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ズや、権利に対する意識は、改革開放前とは比べものにならないまでに高
揚している。中国共産党政権が民主化への渇望を高圧によって抑えること
は、目的が達成されるどころか、更なる不満や紛争を引き起こすこととな
る。人々の権利意識というものは強くなることはあれ、弱まることは決し
てないのである。
社会的不安・抗争をし続ける中国は、中国の人々の利益はもちろん、日
本や世界にとって幸福をもたらすことは決してない。日本は「民主基金
会」の設立を通じて、中国の人々による民主化の推進 ――改革の第三の
波―― に協力することができる。このことにより、中国の民主化は、指
導者たちにとって、それが政権を脅かすものではなく、むしろ中国の国力
および国際的な地位の向上にも役に立つものである。これは、まさしく
「チャイナドリーム」であり、人類の歴史においても誇れる快挙となるで
あろう。
上述した互恵的な関係は果たして可能であるのか。現段階では、日本側
の良策次第である。
18 (325)
